
経費削減サポート
～会社の経費を利益に変える最新経費削方法のご案内～

経営者様

○お問い合わせは下記へ
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これまでは、東京電力や関西電力などの地域電力会社以外から電力を買うことが電気事業
法上規制されておりましたが、規制緩和により平成12年度から電力小売事業への新規参入
が認められ自由化されました。これを受け新規参入した事業者が新電力会社（特定規模電
気事業者・PPS）です。
しかし、コロナ禍で電力事業環境は大きく変化し、多数ある電力会社から一番安い単価を
見つけ出し毎年契約を更新することは１企業ではほぼ不可能です。弊社では専門の電力コ
ンサルタントが過去１０年間のビックデータと直近の単価を基に全国の各電力会社と直接
比較交渉し、御社の代理となって全国最安単価を取り付け導入、毎年条件を交渉し最安値
をご提示、継続をサポート致します。

・初期導入費用なし、電気料金を削減。※初年度の成功報酬のみ

・地域電力会社と新電力のバックアップ契約により、今まで通りの電力供給。
※保守、体制すべて一緒（新電力会社への切り替えによる不利はございません）

電気料金コスト削減のポイント 地域電力と新電力
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名古屋市 Aスーパー様
５拠店（中部電力→九州電力）
年間電気代 高圧→高圧
見直し前 ４０,５８６,２００円
見直し後 ３５,６０４,７００円
年間削減額 ４,９８１,５００円
削減率 １２.３％

地域電力、新電力交渉による電気料金コスト削減の実例

大阪府 B部品製造業様
工業用工場（関西電力→S新電力）
年間電気代 高圧→市場連動
見直し前 ６３,４２１,８３０円
見直し後 ５３,２８９,６７７円
年間削減額 １０,１３２,１５３円
削減率 １５.９％ ※地域電力から新電力に切り替えた事例

※地域電力から地域電力に切替えた事例

（２０２４年実績）
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Q 新電力会社って危ないのですか？

電気料金削減よくある質問

新電力会社は国の電気事業法で参入が認められた会社です。もし新電力会社
が破綻しても送電がストップすることはありません。しかしながら、昨今の
電力事情により価格面での訴求力は減少し、現在、削減メリットで選択肢に
なりうる新電力会社は数社のみとなっております。

Q 高圧契約以外も削減できますか？
高圧、特別高圧契約以外（低圧、動力、従量契約）でも削減することが可能
です。また、使用量によっては高圧から低圧への契約変更により基本料金の
削減も可能です。

Q どのように交渉すればよいのですか？
結論から申しますと会社が個別に各電力会社（地域電力、新電力）と交渉し
てベストな単価を獲得することは難しいです。交渉には電力利用時間や使用
量、契約形態を精査し、各電力会社の価格特性を見抜き、営業担当ではなく
上席決定権者と交渉する必要があります。
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電気料金コスト削減の必要書類

電気料金請求書

１２か月分のコピー
（契約内容、単価が記載されているもの）

※電気料金の請求先が複数（拠店ごと）の場合は、
それぞれの拠店ごとに１２か月分のコピーをお願い
致します。

※なぜ、１２か月分が必要なのかは月ごとに電力使用
料が異なるので、より詳しい削減試算と交渉を進め
るためです。

※３０分値データをお願いする場合がございます。

※高圧契約、低圧契約、従量電灯契約すべて削減試算
が可能です。

※各新電力会社と交渉後、約２～３週間で削減結果を
レポートさせて頂きます。
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電気料金削減のポイント LEDと選択基準

LED照明は消費電力を大幅に削減することでできます。
しかし、多くの会社はそのポイントを押さえずに導入、
または検討しているケースがあります。すでにLEDを
導入されている会社、これから導入を検討されている
会社の重要事項は

①工事費がかからないように交渉する
②国内メーカー保証最長の１０年を取得する
③購入コストに負担がある会社は割賦契約で購入する
④補助金、助成金を活用する
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電気料金削減のポイント LED設備投資の新常識

LED導入と切替は削減できる電気代で割賦契約することでキャッシュフローを
変えずに大きな削減を実現することが可能です。（すでに導入済み企業も含む）
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電気料金削減のポイント LED設備投資の新常識

※１０年以内に球切れした場合、保守対応で新しいLEDが無償提供され、向こう１０年間
で更に削減できる金額は33,343,200円になります。

（１０年保守契約）
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電気料金削減のポイント システムブレーカー

システムブレーカーとは、電力会社と低圧電力契約（50kw未満の契約）の企業
や工場向けに、起動負荷設備契約を補完するために開発されたブレーカーです。
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電気料金削減のポイント システムブレーカー

起動負荷設備を補完することで基本契約料金を
抑えることができ、電気料金コスト削減が可能
です。設備投資費用ゼロで導入でき、電気料金
削減金額からレンタル代を捻出します。
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電気料金削減のポイント 業務用空調のエコ化

業務用エアコンの冷媒技術は熱効率性能、環境負荷等あらゆる角度から見直され
ており、１０年以上継続利用されている事業所はその機能や性能、電気代、修理
コストなど様々な面での負担が増大しています。※メーカー直接交渉による共同
購買により最安値で最新の空調設備投資が可能（補助金と合わせてご提案）
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電気料金削減のポイント キュービクル保守点検

法令で義務付けられたキュービクル（高圧受変電設備）保安点検を24時間監視装
置を導入することによって常にキュービクルを監視し、低価格で安心・安全な保
安点検サービスをご提供、最大で40%のコストを削減することが可能。
（保安点検時に技術者は不具合箇所の指摘を行いますが、実際には報告書上での報告のみで担当者に伝わってい
ない場合もあります 。各技術者の報告書を専門スタッフが再度見直し、緊急度合いに応じてお客様へしっかりと
危険箇所及びその危険性などを指摘し仕組化によって質を向上、且つコストを削減します。）
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エレベーター保守管理料削減のポイント

エレベーター機器は三菱ビルテクノサービス・日立ビルシステム・東芝エレベータのメー
カー3社が市場におけるシェアの大部分を占めています。保守業務に関しても、エレベー
ターを設置したメーカー系の保守企業がそのまま保守業務を受託する場合が一般的です。

エレベーター保守費は契約形態（POG契約及びフルメンテナンス契約）や付加条件（遠隔
監視、停止回数や速度、積載量）などにより、適正価格が異なってきます。そのため、
それぞれのエレベーターの契約形態や付加条件から適正価格を割り出すことがコスト削減
のポイントとなります。また、メーカー系の保守企業は、開発コストや機器の倉庫代など
の負担により、一般的には独立系の保守企業よりも適正価格が高くなる傾向にあるため、
場合によっては独立系の保守企業へ切替を検討することも選択肢の一つとなります。

ただし、独立系だから単純にコストが下がるわけではないので仕様書の作成、交渉が重要
になります。※すでに独立系に切り替えた会社も含む

※メーカー直、メーカー
子会社の保守から見直し
た場合、平均で約３２％
のコストダウンがはかれ
ました。
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見積書の作成や社内の書類作成に必要不可欠なものがデジタル複合機（コピー機）です。
コピー機のコスト削減のポイントは２点。本体価格の削減（買取り、リース含む）と印
刷単価の削減です。特に印刷単価は毎回刷った分がずっとランニングコストになるため、
白黒とカラーの契約単価をいかに引き下げるかが重要となります。削減目安は白黒＠
0.8円以下、カラー＠８円以下です。

１か月分の利用請求書、リースの場合はリース契約書を合わせてご用意下さい。契約内
容を分析し最適な条件を各メーカーと直接交渉し最大割引をご提示致します。
コピー用紙はA４の５０００枚が１箱２,８５０円（税込）以上の場合削減可

事務費、消費材コスト削減のポイント コピー機と用紙
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電気料金コスト削減のまとめ

①２０２４年、直近においても地域電力会社と新電力会社を比較
交渉することで大きく電気料金削減ができる可能性があります。

②すでにコロナ禍で地域電力会社との契約を維持、戻された企業に
おいても専門家が御社の代理となって全国の各電力会社と直接
交渉しますので更なる削減の可能性があります。

③電気料金のコスト削減を目的とする場合、LED化、空調、キュ
ービクルやエレベーターの保守点検、電気保安協会の見直しも
同時に行うことでより多くの削減が可能です。初期コスト無し
でLEDを導入、切り替える新しい方法があります。

④電気料金請求書コピーを１２か月分頂くことで約２～３週間で
削減結果をレポートします。
※③も含め総合的に電力コストを削減支援致します。
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ガス料金削減のポイントとまとめ 価格調査と交渉

１.プロパンガスのコスト構造

プロパンガスのコスト構造は小売価格＋卸売＋輸入元売＋輸入価格にて構成されておりま
すが、価格の構成比としては、小売価格が全体の65％以上を占めております。また、小売
価格は人件費・配送費・減価償却費・保安経費・集金検針費・メーター経費、一般管理費
等に構成されています。

２.プロパンガスの業界について

プロパンガス業界は価格の不透明さによる『価格の高値安定』を続けてきた業界です。プ
ロパンガス料金は、競争環境が不十分な都市ガスとは異なり、法律改正に伴い自由競争が
可能な業界になりました。

３.プロパンガスのコスト削減のポイント

プロパンガスは地域によっても価格が異なるため、各地域における最安値をベンチマーク
単価とし、削減のポイントをおさえた上で、交渉することで大きな削減を実現することが
可能です。請求書明細を基にエリア価格を調査、エネルギー市場の動向や卸売値を推測し
販売店と直接交渉。最大限の削減額を実現いたします。

平均８～２７％の削減
を実現しております

※必要書類は直近の請求書
※工業用、医療用ガスも対応可
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水道料金削減のポイント 節水コマと下水道減免

トータル
アクアマネジメント

大規模で高コストな設備投資を伴わず、軽微、低コストで比較的大きな水道代の
削減効果を得ることができる手段が節水コマと下水の減免です。節水コマは、水
道のコマの中央部に突起が付いた形状となっており、突起が流出しようとする水
流を阻害し、栓開時の流出量を１５～３５%程度抑えることができます。
下水の減免は、通常上下水道料金は同料の請求を受けているが、実際ボイラーや
給食などで下水利用がイーブンでない場合、差額を免除してもらえる制度です。

※節水コマの選択基準
①１分あたりの節水量
②１㎠あたりの水圧
③ペイまでの期間が１年
未満のもの

※実際に水量、水圧を比較、
調査してレポートします

※下水の減免のポイント
①下水利用実態の把握
②水道メーターの選定
③役所との交渉
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水道料金削減のまとめ 節水コマと下水道減免

①上水道と下水道の利用に差がある場合、役所との交渉で下水料金は
排水した分だけ支払う制度（下水減免）が使える場合があります。

②節水コマを導入することでかなりの節水効果が期待できます。水圧
を下げずに水量を抑える新しい技術です。すでに節水コマを導入さ
れている企業も更に節水効果をご提案できる可能性があります。

③実地調査と削減シミレーションが無料でお受け頂けます。
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営業で車を多く利用する場合、全国協同組合の燃料カードを活用することでガソ
リン代、軽油代のコスト削減が可能です。※従業員福利厚生可
また、すでにコーポレートカードをお持ちの場合や協同組合に加入されている場合
でも、割引率や管理料に差が生じるため、利用実績に応じて組合を選定し交渉す
ることがガソリン代、軽油代コスト削減の重要なポイントになります。請求書と
利用実績を分析し最適な条件を交渉し最大割引をご提示致します。

車両費、燃料費コスト削減のポイント ガソリン、軽油

協同組合の燃料カードの特徴・メリット

1.クレジット審査がないので発行しやすい
2.年会費・カード発行手数料が永年無料
3.従業員にその都度、現金を渡さなくてよい
4.必要枚数、複数枚、申込できる
5.利用明細で一括管理
6.全国のエネオス、出光、宇佐美のガソリンスタンドで利用可能
7.全国統一価格。どこのガソリンスタンドで給油しても同じ金額
8.支払いは、後払い方式

税抜 税込 税抜 税込 税抜 税込

2023.10 142.7 156.9 152.7 167.9 123.5 132.6

2023.11 145.3 159.8 155.3 170.8 126.1 135.5

2023.12 148.4 163.2 158.4 174.2 129.2 138.9

レギュラー ハイオク 軽油
期間
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営業で高速道路、有料道路を多く利用する場合、全国協同組合を活用してETC
利用料金のコスト削減が可能です。（クレジットカードのETCよりも多くの割引
が適用されます）
また、すでに協同組合に加入されている場合でも、組合により割引率や組合費、
管理料に差が生じるため、利用実績に応じて組合を選定し交渉することがETCコ
スト削減の重要なポイントになります。請求書と利用実績を分析し最適な条件を
交渉し最大割引をご提示致します。

車両費、燃料費コスト削減のポイント②ETC
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車両費、燃料費コスト削減のまとめ

①ガソリンや軽油の燃料費、ETCの利用料は全国協同組合を活用して
現行よりコストが削減ができる可能性があります。

②すでにコーポレートカードや協同組合を利用されていても、各社割
引率や単価、組合費や管理料などが異なるため、利用実績に応じた
組合の選定でより削減が図れる場合があります。

③ガソリン、軽油、ETCの請求書や領収書のコピーを１か月分ご用意
下さい。専門家が分析し、全国の協同組合と交渉して約２～３週間
で削減結果をレポートします。（単価や数量、区間が記載しているもの）

※灯油や重油も
削減可能
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固定資産税、テナント賃料削減のポイント
固定資産税額は、土地・家屋一件ごとに役所が算定する課税標準額に所定の税率を掛け合わせる
ことで決定・通知されます。申告が不要である反面、所有者側が、具体的にどのように評価算定がな
されたのかを確認、検証することは容易ではありません。
通常、不動産の評価を行うためには建築士資格や不動産鑑定士資格等の専門的知識が必要となります
。たとえば建屋の場合、使用されている部材一つひとつの種別、単価、あるいは建物自体の形状や構
造等を正しく把握する必要があります。
しかし、実際に評価算定を行う役所の職員がそのような専門性を必ずしも有しているわけではなく、
正しい評価算定を行う事は非常に難しく、正確な固定資産税になっていない場合が多く見られます。
固定資産税評価の誤りが認められた場合は、当年度以降の税減額と併せて過去の過徴収に対する還付
が行われる可能性があります（各地方自治体の規定により最大20年）。
地方税法や固定資産評価基準を熟知した専門家が土地、建物、償却資産を再評価します。再評価を根
拠材料に地方自治体に対して適正な評価と課税への是正を促し、将来に亘っての固定資産税の軽減と
併せて過誤納付金の還付を得ることが可能です。

また、テナント賃料、家賃におきましても不動産鑑定士の調査により家賃相場や物件価格におけ
る査定賃料を算出し、適正価格への交渉、改定を行うことでテナント賃料の減額を実現いたします。

専門家
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各種助成金、補助金の診断と申請支援

全国で使える最新の補助金、助成金を診断、また申請の実務をサポート。
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社会保険料削減のポイント（役員、従業員）

※年収を変えずに社会保険料負担を削減することが出来ます
※法人、役員個人の両方の負担軽減につながります
※６０歳以上で報酬が高額な方でも比例年金が全額受給可能

※福利厚生の充実を図りながら社会保険料の削減が出来ます
※法人、従業員個人の両方の負担軽減につながります
※従業員の定着率の向上、新規採用が有利になります

役員、従業員それぞれの社会保険料の適正化と削減をサポート。
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まとめ

今回、案内させて頂きました項目以外にも会社全体の経費削減をトータルサポートし
ております。

ご希望のお客様は別添の『経費削減チェックシート』にチェックして頂き、必要資料
と合わせて担当までお渡し下さい。詳細を分析し、各メーカーや販売店と直接交渉し
て最も効果的な経費削減をサポートさせて頂きます。

尚、より効果的なコストダウンを実現するために使用の頻度や状況必要資料の追加、
御社のご意向についてヒアリングさせて頂く場合がございますのでその際はご協力お
願い致します。

この度の経費削減サポートが御社のご将来、より確かな経営に少しでもお役に立てれ
ば幸いです。

２５


